







住女性人権センター」（第 2 章），「緊急支援センター」（第 3 章），「安山市外国人住民セン
ター」（第 4 章），「安山市多文化家族支援センター」（第 5 章），「安山市サハリン永住帰国












A Field Study Report on Migration Policies and Support Systems
for Migrants in Korea （２)











　各執筆箇所の文責は，第 1 ， 2 ， 7 章が新矢麻紀子，第 3 ， 6 章が大谷晋也，第 4 ， 5
章が春原憲一郎，第 8 章が三登由利子である。
２．韓国移住女性人権センター訪問調査報告
日　時：2009年11月 2 日 午後 2 時〜午後 4 時
訪問者： 山田泉・大谷晋也・春原憲一郎・三登由利子・永井慧子・朴海淑（通訳）・
　　　　新矢麻紀子（報告者）





























































































は政府がやっているので，職員は有給。韓国人の常勤が 6 名，通訳は 8 言語の言語ごとに

































































日　時：2009年11月 2 日 午後 4 時30分〜午後 6 時30分
訪問者： 新矢麻紀子・山田泉・春原憲一郎・三登由利子・永井慧子・朴海淑（通訳）・
　　　　大谷晋也（報告者）
協力者： Kang, Sung Hea（Director）
　緊急支援センターの英語名は，Emergency Support Center for Migrant Womenであり，
「移民女性のための」緊急支援センターである。Ministry of Gender and Equality（ジェン
ダーと平等部＝「部」は日本の「省」にあたる）が所管している。
　政府機関が行っている外国人支援としては，緊急支援センターのほかに，1 ．シムト（＝






















































































































日　時：2009年11月 3 日 午後 2 時30分〜午後 4 時
訪問者： 新矢麻紀子・山田泉・大谷晋也・三登由利子・永井慧子・朴海淑（通訳）・
　　　　春原憲一郎（報告者）
協力者： Chang-mo Kim（所長）・Lee, Jung Min（Team Manager）






























































　Ｋ： 1 年単位で契約して 5 年まで更新できる。法律は整備されているが，現場で実行さ
れていない恐れはあり，現実と法律が乖離している面はある。雇用契約法で 3 年たったら，
必ず一度自国に戻る必要があったが，今年の12月に法律が変わり，雇用者と労働者とで同

























　スタッフは 6 人。訪問の先生は29人。子どもの言葉の発育を診断する先生が 1 人，ベト
ナム人の通訳と相談員が 1 人。2008年の利用者は1,083人に上る。中国人が一番多く，ベ
トナム人がそれに続く。センターが行っている講座で一番利用されているのが韓国語教室。


























































2 クラス，中級・高級各 1 クラス。 1 回 1 時間半。
　Ｊ：訪問支援で，個別相談，個別指導は大変だと思うが，謝金はどこからどのように出
ているのか。























































は 4 段階のプログラムで移住女性向けにやっていて，専門の教師が教えている。 3 か月で




日　時：2009年11月 3 日 午後 6 時30分〜午後 9 時30分（後半は会食懇談会）
訪問者： 新矢麻紀子・山田泉・春原憲一郎・三登由利子・永井慧子・朴海淑（通訳）・
　　　　大谷晋也（報告者）





























































































































































日　時：2009年11月 4 日 午前11時30分〜午後 1 時30分
訪問者： 新矢麻紀子・山田泉・大谷晋也・春原憲一郎・永井慧子・朴海淑（通訳）・
　　　　三登由利子（報告者）
























































情報を得ようとすると，アクセスは簡単ではなかった。留学生でも韓国語を 1 年 2 年と集
中的に勉強してもなかなか難しい。
　逆に，海外，たとえばオーストリアに行った時に，靴を買おうと思ったら，名刺サイズ
の紙にピクトグラムで靴のサイズや値段が書いてある紙がずらっと並んでいた。自分が必
要なものを 1 枚選んでとれば，用が足せるシステムになっていた。オーストリアでは，そ
のようなものを靴屋に限らず，学校やスーパーなどあちこちで見かけた。教育現場にもこ
のようなシステムが導入されればいいのではないか。たとえば「痛い，具合が悪い」とか，
「どこどこに行きたい」とかいったことがピクトグラムになっていて，学校の廊下の掲示
板に挿してあり，子どもがそれを指し示すことで意思表示ができるシステムだ。
　その一番の良さは，言葉でのコミュニケーションができるようになる前でも，心理的な
負担が少なく，大まかなことを自力で意思表示できること。細かなことは時間を経てでき
るようになるように仕向ける。
　結論的には，韓国語や日本語教育を保障する法案も大切だが，わかりやすいシステムを
社会に作ることが先であり，住みやすい社会システムを作った上で，そこから逆算してど
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のような言語教育が必要か考えていくことが大切ではないかと考えている。
　また，このようなシステム作りは，移住者のためというだけではなく，だれであっても
生活するのに便利なものであるべきだと考えている。韓国は言語を知らないと情報アクセ
スがとても難しい。それを変えていくようなインフラ整備が必要だろう。韓国という場所
が，誰もが気楽に来られて，また来たくなる場所になる。住んでいる人にとっては，韓国
語のレベルに関わらず生活に不便は無いという安心感がある社会になる。そうなることを
望んでいる。
６）子どもに対する教育について
　学校が子どもに対して責任をとろうとがんばっているのは事実。というのは，子どもた
ちが社会的な問題を起こしたり，学校に行かずにコンビニやガソリンスタンドなどで働き
始めるといった事態になったら，本人の問題だけでなく，社会全体のバランスが崩れる。
それを非常に恐れているのだ。だから，なるべく，子どもたちに対しては充実した教育を
したいということがある。
　しかし，韓国は移民国家ではないので，移民をどうしていいのかわからないのが現実。
1000万ウォンぐらいの予算を各学校につけ，各学校で何とかしろというようなこともやっ
ているが，戸惑いが広がっている。ESLに当たるようなKSLのシステムや研究も進んでい
ない。システムを整備しなければ，予算をつけてもなかなか改善しない。
　韓国語の教育だけでは，今のシステムの中で外国にルーツを持つ子供たちが，韓国の社
会に適応していくのはとても難しい。韓国では，過程より結果，つまり成績をとても重視
する。その韓国社会で，結婚移住者や外国人の子女たちが成功するのは，かなり難しい。
いくら勉強しようとしても，今のシステムの中ではとても大変。言葉の勉強も大事だが，
まずは，子どもたちがこの社会に統合されて自然に学んでいけるようなインフラの整備が
必要だろう。
　その一つの例として，アメリカのメリーランド州にある，アジア系の子どもも多く通う
私立学校の事例を紹介したい。そこでは，それぞれの教科がレベル別になっている。英語
がよくできる子がいれば，数学や美術がよくできる子もいて，科目ごとに教室を移動する。
ある子が何ができて，何ができない，これは向いていて，これは向いていないなど，いろ
いろな子どもがいるということを子どもたちは理解するようになる。したがって，アジア
系の子どもが実際に英語ができないとしても，そのことだけが焦点化されることが少ない
ので，差別やコンプレックスに結びつきにくい。私は，この方式がとても良いと思ってい
るし，ハンナラ党にこの件に興味をもっている議員がいるので，政策に反映される可能性
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もあるかもしれないと思っている。
　私の関わっているあるセンターの活動に関して言うと，韓国語の面でパーフェクトにな
れないという現実があるので，英語教育，あるいは文化・芸術面に力を入れている。芸術
分野，文化分野で力が発揮できるようになれば，エリートコースに行ける可能性があると
いう考えで，韓国語の習得については静観する形になっている。
７）日本に対する提言
　日本に定住する人たちには日本語教育が必要だろうが，たとえばオーバーステイの人が
定住する場合，日本語教育をやろうとしても，入管などを恐れてその場に出てこないこと
が考えられる。そういう人たちにも日本語教育を受けてもらうためには，たとえば長期に
定住している人は居住を合法化するなどの施策が必要になるだろう。
　子どもについては，就学以降に日本語教育を保障されても手遅れになることがあるので，
幼児の段階から日本語教育の保障が必要。子どもをバイリンガルにして親と社会との通訳
として育てていく方向も重要ではないかと考えている。
　移住民に対する言語教育では，オーストラリアのシステムがうまくできている。テレフォ
ン・イングリッシュといって電話で英語を学べるシステムがあったり，支援センターに行っ
て勉強したりできるのだが，そういった活動が点数化され，600点集めると国籍取得がし
やすくなるというシステムがある。成人の場合，忙しく，仕事が優先されがちだし，言葉
ができなくても困らない職場環境もあって，言語の学習が後回しにされる。しかし，そう
いう人たちであっても，なるべく緩やかな形で，長い時間をかけても，いつでも勉強でき
るようなシステムがあることが大切。なにより「勉強しない」という選択をさせないよう
に仕向けることが大切だと思う。
　2009年度現地実態調査報告はこれにて終了し，次号からは，2010年度現地実態調査の報
告を行う。
＊ 本研究は，平成21〜23年度科学研究費補助金（基盤研究（B）課題番号21320097）「「日本
語教育保障法」に向けた理論的・実証的研究―言語教育学と公法学の視点から―」によ
るものである。

